総会アピール（案）

1月22日実施の「生活保護無料電話相談」には150件もの相談が、2月14日実施の「国保なんでも110番」には67件もの相談が寄せられました。いずれの相談でも「失業している」「年金が少ない」「暮らせない」「保険証がない」「医療費が払えない」など、生活苦を訴える声が殆どでした。一つ一つの相談内容の深刻さは現在の貧困と格差の広がりを象徴しています。
昨年８月、自民・民主・公明の賛成多数で強行された消費税増税と社会保障制度改革推進法は、社会保障制度を「自助・共助」の制度に変質させ、その財源を消費税に限定するものです。
この危険な流れは、ＴＰＰ交渉への参加でアメリカの巨大製薬会社や民間保険会社の儲けのために日本の国民皆保険制度を崩壊に導く地ならしといえます。社会保障制度改革推進法の危険な内容と狙いを学習し、廃止させる運動を地域社保協・各団体の隅々から起こしていきましょう。
生活保護バッシングを利用して生活保護基準の引き下げが実施されようとしていますが、今生活保護を利用している人たちの暮らしを困難にするばかりか、様々な社会保障制度に大きな影響を与え、さらには最低賃金や非課税限度額引下げにもつながりかねず、断じて許されません。
　いま、大阪社保協、そして加盟団体組織、地域社保協などが持っている情報、運動で勝ち取ってきた制度やノウハウなど私たちの「知恵と力」は他のどこにもないものであり、多くの人々が欲しいと思っています。それはラジオ番組で紹介されたことにより「相談活動ハンドブック希望」という手紙や電話が大阪社保協には600件以上もあり、いまなおとぎれることなく続いていることが証明しています。
私たちの活動はいま、強く求められているのです。
さあ、地域で、一人一人が「相談員」となって相談にのり、そして仲間をさらに作って組織を大きくし、たたかいを広げていきましょう。

「たたかいはローカルからオールおおさかオールジャパンへ」を合言葉に。
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